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中労委、平元不再38、平2.10.17 

 

命 令 書 

 

 再 審 査 申 立 人 Ｘ 

 

 再審査被申立人 三重近鉄タクシー株式会社 

 

主  文 

 本件再審査申立てを棄却する。 

 

理  由 

第１ 当委員会の認定した事実 

  当委員会の認定した事実は、本件初審命令の理由第１の「認定した事実」

のうち、その一部に次のとおり付加するほかはこれと同一であるので、これ

を引用する。この場合において、「申立人」とあるのは「再審査申立人」と、

「被申立人」とあるのは「再審査被申立人」とそれぞれ読み替える。 

  ４の(4)の末尾の次に行を変え、次のとおり加える。 

  なお、昭和62年当時、四日市営業所においては、交番表に基づく時間外労

働時間についても、早退する時は当該従業員に対して「早退願」を提出させ

ていた。 

第２ 当委員会の判断 

１ 再審査申立人は、本件乗務停止処分が不当労働行為に該当しないとした

初審判断を不服として再審査を申し立て、次のとおり主張する。 

  再審査申立人は、昭和62年６月24日、７月８日及び同月22日の各24時間

勤務の際、午前４時から９時までの間のうち各４時間の勤務を行わなかっ

たが、それには、正当な理由がある。 

  すなわち、会社の就業規程に基づいて実施している変形労働時間制は適

法なものではないので労働者に強制できないこと、会社と組合間の三六協

定では、時間外労働は特に多忙な時期におけるものとされているのに、会

社が年中恒常的に時間外労働を組み込んだ交番表によって長時間労働をさ

せているのは不当であり、このような時間外労働については労働者が任意

に行う場合は格別、会社に強制されるべきものではないこと、及び三六協

定では、時間外労働の１日についての延長時間は７時間とされているから、

現行の交番表に定める当直勤務の24時間勤務はこれにも反することを理由

とするものである。 

  しかるに、会社が同人の上記勤務拒否に対し本件乗務停止処分を行った

のは、同人が組合活動として時間外労働及び割増賃金の支払い等の労働条

件改善に関し、労働基準監督署に対して申告活動を行い、会社に対し改善

要求の申入れを繰り返し行って来たことを嫌悪してなした報復措置である。 
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２ よって以下判断する。 

(1) 前記第１で引用する本件初審命令理由（以下「本件初審命令理由」と

いう。）第１の４の(3)、(4)、(6)、(7)及び(8)認定のとおり、再審査申

立人は、時間外労働は労働者が自由に選択できるものであるとの考えに

立って、昭和62年６月12日、同24日、７月８日及び同22日の24時間勤務

のいずれも午前４時以降の勤務を拒否したことが認められる。 

  これに対し所長は、本件初審命令理由第１の４の(4)ないし(10)認定の

とおり、会社の就業規程、交番表及び三六協定を前提に、交番表の№５

から№６に継続する24時間勤務における午前４時以降の勤務についても

従業員には当然就労義務があると考え、再審査申立人の上記６月24日以

降の本件勤務拒否について、合計６日間の乗務停止処分を行ったもので

ある。 

(2) ところで、上記処分は本件初審命令理由第１の２の(2)及び３認定のと

おり、会社としては、就業規程及び交番表の改定を昭和60年当時、労働

基準監督署の指導を受けて実施したものであり、かつ、三六協定が長年

にわたり、同一内容で毎年更新され、従来組合も何ら異議を唱えていな

かったこと等の事情の下において、再審査申立人が午前４時以降の勤務

について正規の早退願を提出せず、就労しなかったことを理由としてな

されているものである。 

  しかも、本件初審命令理由第１の４の(2)ないし(5)認定のとおり、所

長は再審査申立人の上記６月12日の勤務拒否についてはまだ話合いの余

地があると考えて懲戒処分を行わず、また、同人の健康について配慮し

た勤務方法の実施を申し出ており、その上、当時四日市営業所において

は、他の従業員の「定歩」における早退についても「早退願」を提出さ

せていたことが認められ、同人に対してのみ差別的に取り扱ったもので

もない。 

(3) 他方、再審査申立人の提出した「早退についての申入書」は四日市支

部長名でなされているものの、四日市支部で協議したものでもなく、そ

の後この問題に関する団体交渉の申入れ等の同支部としての活動を行っ

たことが全くなく、同人の上記申入れ等が組合ないし組合員の支持を受

けていたとは認められない。 

  これらの経緯、事情等を勘案すれば、会社が同人を嫌悪し、同人の労働

基準監督署に対する申告活動等に対する報復のために、本件乗務停止処分

を行ったとは断ずることはできない。 

  以上のとおりであるので、再審査申立人の主張には理由がなく、本件乗

務停止処分を不当労働行為に該当しないとした初審判断は相当である。 

  よって、労働組合法第25条及び第27条並びに労働委員会規則第55条の規

定に基づき、主文のとおり命令する。 

 

  平成２年10月17日 
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     中央労働委員会 

      会長 石川吉右衞門 ㊞ 


